
地域における保健活動の
推進に向けて

厚生労働省 健康局 健康課

保健指導室長 加藤 典子



本日の内容

1. 地方公共団体における保健師の状況

2. 統括保健師の状況

3. 保健師の人材育成体制構築の推進

4. その他（保健師活動領域調査について）
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１．地方公共団体における保健師の状況
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出典：厚生労働省保健指導室／H７年までは保健婦設置状況調査、H8年は保健所運営報告、H10年は全国保健師長会調査、H9年,H11-20年は保健師等活動領域調査、H21-30年は保健師活動領域調査
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S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

市 町 村 9,256 9,628 9,990 10,206 10,520 10,826 11,158 11,525 11,982 12,502 13,876 14,586 15,881 16,560 17,358 18,007 18,272 18,555 18,628 18,686 18,325 18,387 18,556 18,831 19,051 19,097 19,031 19,089 19,326 19,513 19,699 20,112 20,419 20,376 

市区町村計 12,108 12,534 12,935 13,290 13,628 14,007 14,338 14,766 15,234 15,813 17,335 18,086 20,302 21,291 22,524 23,419 23,851 24,341 24,768 24,866 24,917 25,257 25,620 26,152 26,641 26,794 27,022 27,165 27,587 27,955 28,381 28,902 29,478 30,007 

都道府県 5,180 5,206 5,202 5,184 5,201 5,222 5,204 5,228 5,223 5,215 5,174 5,132 5,915 5,840 5,783 5,871 5,728 5,636 5,565 5,503 5,397 5,304 5,220 5,160 5,058 4,975 4,972 4,959 4,929 4,941 4,951 4,999 5,044 5,081 

合計 17,288 17,740 18,137 18,474 18,829 19,229 19,542 19,994 20,457 21,028 22,509 23,218 26,217 27,131 28,307 29,290 29,579 29,977 30,333 30,369 30,314 30,561 30,840 31,312 31,699 31,769 31,994 32,124 32,516 32,896 33,332 33,901 34,522 35,088 

8,442 9,059 8,682 8,790 7,321 7,590 7,697 7,991 8,076 8,2615,786 6,140 6,180 6,592 6,8704,421 4,731 5,166 5,412 5,579 9,631 3,459
保健所設置

市・特別区
2,852 2,906 2,945 3,084 3,108 3,181 3,180 3,241 3,252 3,311 7,0643,500
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常勤保健師数の推移



非常勤保健師数の推移（常勤換算した勤務日数）
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（単位：人日）

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
市 町 村 177,033 197,461 230,676 241,174 260,101 274,929 290,653 293,671 320,160   337,895   

保健所設置市・特別区 71,322 80,953 90,133 111,608 126,512 127,013 125,519 129,686 148,101 162,891
市区町村計 248,355 278,414 320,809 352,782 386,613 401,942 416,172 423,357 468,261 500,786
都道府県 6,624 10,445 15,921 16,667 17,413 18,327 17,211 22,819 19,398    22,962    

合　計 254,979 288,860 336,729 369,449 404,026 420,269 433,383 446,176 487,659   523,748   

注１ 前年度に非常勤保健師が活動した合計時間を、常勤保健師の1日あたり勤務時間数で換算する。
注２ 非常勤保健師の勤務形態は多種多様であることから、「人数」での計上は困難であるため、「人日」で計上している。

出典：厚生労働省保健指導室／保健師活動領域調査（領域調査） 4



全国の職位別常勤保健師数の推移（割合）
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6

常勤保健師の活動項目別活動状況（割合） 常勤保健師の保健福祉事業の項目別活動状況（割合）
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出典：厚生労働省保健指導室／平成30年度保健師活動領域調査（活動調査）
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非常勤保健師の活動項目別活動状況（割合） 非常勤保健師の保健福祉事業の項目別活動状況（割合）

出典：厚生労働省保健指導室／平成30年度保健師活動領域調査（活動調査）
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２．統括保健師の状況
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44.0％（725）
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【都道府県 N=47】

【保健所設置市 H27・H28：N=72、H29:N=74、H30=80】*

【特別区 N=23】

【市町村 H27・H28：N=1646、H29：N=1644、H30=1638】

* 平成30年に福島県福島市、埼玉県川口市、大阪府八尾市、兵庫県明石市、鳥取県鳥取市、島根県松江市が保健所設置市となっている

統括的な役割を担う保健師※の配置自治体の割合

21.7％（５）

34.8％（８）

39.1％（９）

47.8％（11）

78.3％（18）

65.2％（15）

60.9％（14）
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平成2 9年度
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配置している
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（（ ）内の単位：自治体）

（（ ）内の単位：自治体）

※統括的な役割を担う保健師に関する調査は平成27年度調査より開始した。

（（ ）内の単位：自治体）

（（ ）内の単位：自治体）

出典：厚生労働省保健指導室／保健師活動領域調査（領域調査） 9



統括的な役割を担う保健師を配置している自治体（市町村）の都道府県別配置割合
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出典：平成30年度保健師活動領域調査（領域調査）※厚生労働省保健指導室において集計 10



１．調査目的

統括的な役割を担う保健師(以下、「統括保健師」とする。)については、「地域における保健師の保健活動について」
(平成25年4月19日付け健発0419第1号)において、住民の健康の保持増進を図るための様々な活動等を効果的に推
進するため、保健師の保健活動を組織横断的に総合調整及び推進し、人材育成や技術面での指導及び調整を行うな
ど統括的な役割を担うことが示されている。

上記の通知に統括保健師の役割として示している事項について、統括保健師として関わる範囲や取組の具体的内
容を把握することを目的に、「統括的な役割を担う保健師に関する調査」を実施した。

なお、調査項目については、統括保健師の配置の有無は全自治体を対象とし、統括保健師の配置状況、役割につ
いては、「配置あり」の自治体からの回答を求めた。

２．調査実施期間

平成31年３月15日～３月22日

３．調査方法及び調査対象

都道府県、保健所設置市・特別区に調査票を配布し、回答を依頼した。その結果、47の都道府県、107の保健所設置
市・特別区(平成31年4月から保健所設置市となる4市を含む)から回答を得た (回答率100％) 。

統括保健師を配置している47の都道府県、77の保健所設置市・特別区のうち、統括保健師を複数配置している自治
体においては、以下の①から③の定義(※)に当てはまる統括保健師1名を回答者とした。

(※)統括保健師の定義(①から③の順に回答者とした。)

４．利用上の注意

構成割合は、四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。

統括的な役割を担う保健師に関する調査

① 本庁の保健部門又は保健福祉部門に配置され、かつ、係長級以上の統括保健師
② 本庁の保健部門又は保健福祉部門に配置がない、あるいは、配置されていても係員級の場合は、保健所や

市町村保健センターの保健部門、保健福祉部門又は企画調整部門に配置されている係長級以上の統括保健師
③ ②に該当する統括保健師にあって、同じ役職の者が複数名存在した場合は、統括している部門数及び保健師数

が多い統括保健師

11



統括保健師の配置
統括保健師の配置は、都道府県が47自治体(100％)、保健所設置市・特別区が77自治体(72.0％)であった。

保健所設置市・特別区の「配置予定あり」の7自治体(6.5％)の内訳は、2019年度が3自治体、2020年度が1自
治体、年度不明が3自治体であった。

保健所設置市・特別区の「配置なし」の23自治体のうち、配置なしの理由が明確であった13自治体における
主な理由は「配置に向けた調整・検討を要するため」、「統括保健師固有の役割を整理していないため」、「統
括保健師と管理職保健師業務の兼務が困難なため」、「統括保健師の育成がされていないため」であった。
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保健所設置市・特別区(n=107)
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42.9%

1自治体

14.3%

3自治体

42.9%

保健所設置市・特別区の配置予定

(n=7)

2019年度予定 2020年度以降

年度不明

12出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）

保健所設置市・特別区の「配置なし」の23自治体における主な理由
（自由記載内容を分類し、ヒアリングを実施した結果、

理由が明確であった13自治体における理由）

・ 配置に向けた調整・検討を要するため
・ 統括保健師固有の役割を整理していないため
・ 統括保健師と管理職保健師業務の兼務が困難なため
・ 統括保健師の育成がされていないため



統括保健師職位・所属部門

28

16

11

7

6

0

0

1

1

1

0

31

1

14

0

7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県(n=47)

保健所設置市・特別区(n=77)

本庁・保健部門 本庁・保健福祉部門 本庁・医療部門

国民健康保険部門 その他 保健所・企画調整部門

保健所・保健福祉部門 市町村保健センター保健部門

本庁・国民健康保険部門

2

4

0

10

27

37

17

17

1

9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県(n=47)

保健所設置市・特別区(n=77)

部局長級 次長級 課長級 課長補佐級 係長級 係員級

統括保健師の職位は、課長級が最も多く、都道府県では27自治体(57.4％)、保健所設置市・特別区では37
自治体(48.1％)であった。

統括保健師の所属部門は、都道府県では本庁・保健部門が最も多く、28自治体(59.6％)、保健所設置市・
特別区は保健所・企画調整部門が最も多く、31自治体(40.3％)であった。

13出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）

【職位】

【所属部門】

本庁・その他
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統括保健師の所属部門・職位別にみた保健活動を統括する範囲（都道府県）

統括保健師として、保健活動を統括する範囲は、都道府県では、本庁・保健部門で、組織全体
を統括している「全体統括型」の課長級が9自治体、課長補佐級が９自治体でそれぞれ最も多
かった。

都道府県 n=47

本庁 n=46

他課横断型n=3
課長級1
課長補佐級1
係長級1

全体統括型n=8
課長級6
課長補佐級2

他課横断型n=8
課長級6
課長補佐級2

保健部門
n=28

全体統括型n=20
部長級2
課長級9
課長補佐級9

他課横断型n=5
課長級2
課長補佐級3

全体統括型n=2
課長級2

保健福祉部門
n=１

その他 n=7
医療部門6・その他1

保健福祉部門
n=11

保健所 n=1

自所属型n=1
課長級1

出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）



15

保健所設置市・
特別区 n=77

本庁 n=25

保健福祉部門

n=7

統括保健師の所属部門・職位別にみた保健活動を統括する範囲（保健所設置市・特別区）

全体統
括型
n=6

次長級
3
課長級
3

自所属
型
n=2

課長級
１
課長補
佐級1

他課横
断型
n=8
部局長
級1
次長級
1
課長級
2
課長補
佐級2
係長級
2

全体統
括型
n=5
部局長
級1

課長級
4

他課横
断型
n=1

課長補
佐級1

他課横
断型
n=1
部局長
級1

全体統
括型
n=1

次長級
1

全体統
括型
n=21
部局長
級1
次長級
3
課長級
9
課長補
佐級5
係長級
3

他課横
断型
n=8

次長級
1 
課長級
3 
課長補
佐級1
係長級
3

全体統
括型
n=9

課長級
6
課長補
佐級3

自所属
型
n=2

次長級
1
課長級
1

他課横
断型
n=4

課長級
2
課長補
佐級1
係長級
1

全体統
括型
n=5

課長級
3
課長補
佐級2

自所属
型
n=1

課長補
佐級1 

他課横
断型
n=1

課長級
1

自所属
型
n=1

課長級
1

統括保健師として、保健活動を統括する範囲は、保健所設置市・特別区では、保健所・企画調
整部門で、組織全体を統括している「全体統括型」の課長級が9自治体で最も多かった。

保健所 n=45
市町村保健センター

n=7

保健部門
n=16

その他n=2
国保部門1・その他１

企画調整部
門 n=31

保健福祉部
門 n=14

保健部門
n=7

自所属
型
n=1

課長級
１

出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）



統括保健師の役割についての事務分掌への明記

統括保健師の役割について事務分掌へ明記されているのは、都道府県では33自治体
(70.2％)、保健所設置市・特別区では32自治体(41.6％)であった。

70.2%

41.6%

29.8%

58.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

都道府県(n=47)

保健所設置市・特別区(n=77)

明記されている 明記されていない

32自治体 45自治体

33自治体 14自治体

16出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）



統括保健師の役割、能力の明記

17

21自治体
21.6%

23自治体
23.7%

52自治体
53.6%

保健所設置市・特別区

（N=97)
①人材育成ガイドライン

に明記している

②人材育成ガイドライン

以外に明記している

③明記していない

23自治体
48.9%

10自治

体
21.3%

14自治体
29.8%

都道府県

（N=47)

平成29年度

平成30年度

統括保健師の役割、能力について事務分掌もしくは人材育成ガイドラインに「明記していない」市町
村は86.3%であり、都道府県や保健所設置市・特別区よりも高かった。

72自治体
4.4%

115自治体
7.0%

21自治体
1.3%

1410自治体
86.3%

15自治体
0.9%

市町村（N=1,633）
人材育成ガイドラインに明記している

事務分掌に明記している

事務分掌と人材育成ガイドラインに明記し

ている

明記していない

無回答

出典：保健師の人材育成の取組に関する調査（平成30年９月厚生労働省保健指導室調べ）

出典：保健師の人材育成の取組に関する調査（平成29年８月厚生労働省保健指導室調べ）

参考



統括保健師として統括する範囲

統括保健師として、保健活動を統括する範囲は、組織全体を統括している「全体統括型」の割
合が最も高かった。

統括保健師として、人材育成・人材確保を統括する範囲は、組織全体を統括している「全体統
括型」の割合が最も高かった。

18出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）

30

47

16

23

1

7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

保健所設置市・特別区

全体統括型 他課横断型 自所属型

37

64

9

11

1

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

保健所設置市・特別区

全体統括型 他課横断型 自所属型

保健活動を統括する範囲 人材育成・人材確保を統括する範囲



保健師の保健活動の組織横断的な総合調整及び推進に関する取組

いずれの項目についても6割以上実施していたが、「統括保健師自身の所属部署であるかどう

かに関わらず、保健活動の成果に関する情報収集を行い必要な対応を考えているか」の問に対
して、「はい」と回答したものが最も多かった。

39

41

32

31

59

60

49

47

8

6

15

16

18

17

28

30

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1) 貴自治体の保健医療福祉計画の目標や重点課題を常に把握しているか

2) 統括保健師自身の所属部署であるかどうかに関わらず、保健活動の成果に関

する情報収集を行い必要な対応を考えているか

3) 統括保健師自身の所属部署であるかどうかに関わらず、潜在化している健康

課題についても予測して必要な対応を考えているか

4) 統括保健師として保健活動を統括する範囲における保健師に、保健活動の成

果から明らかになった課題について、事業の企画や再編、予算確保等について

指導・助言をしているか

1) 貴自治体の保健医療福祉計画の目標や重点課題を常に把握しているか

2) 統括保健師自身の所属部署であるかどうかに関わらず、保健活動の成果に関

する情報収集を行い必要な対応を考えているか

3) 統括保健師自身の所属部署であるかどうかに関わらず、潜在化している健康

課題についても予測して必要な対応を考えているか

4) 統括保健師として保健活動を統括する範囲における保健師に、保健活動の成

果から明らかになった課題について、事業の企画や再編、予算確保等について

指導・助言をしているか

都
道

府
県

保
健

所
設

置
市

・
特

別
区

はい いいえ

19出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）



管下市町村の保健活動の課題の把握（都道府県）

都道府県では、42自治体（89.4％）が管下市町村の保健活動の課題を把握していた。

都道府県が管下市町村の保健活動の課題を把握する方法としては、「都道府県本庁及び都道
府県保健所が管下市町村を対象として開催した会議やヒアリング等で把握」が５割を超えていた。

20

6

12

23

20

4

0 5 10 15 20 25

都道府県本庁が管下市町村を対象として

開催した会議やヒアリング等で把握

都道府県保健所が都道府県保健所の管

下市町村を対象として開催した会議やヒア

リング等の情報を集約

都道府県本庁及び都道府県保健所が管

下市町村を対象として開催した会議やヒア

リング等で把握

関係団体(医師会、看護協会等)から把握

その他

出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）

複数回答 （自治体）

42自治体

89.4％

5自治体

10.6％

把握している 把握していない



統括保健師の役割等について

• 多くの統括保健師が担っている役割：

「組織内の全保健師の人材育成に係る統括」(74.5%)

「組織全体における保健師の活動推進のための保健師間の横断的な調整」(72.4%)

「保健師の代表としての所属組織内での部署を越えた対応・連絡調整や連携」(64.4%)

• 少数の統括保健師のみが担うに留まっている役割：

「人材育成を目的とした人事異動への提案」(36.4%) 

「人材育成を目的とした人事異動への意見反映」(31.9%)

• 「災害支援・災害受援調整」役割は、前回より増加(H26:44.4%→H30:64.0%)

• 「災害支援・災害受援調整」を果たしている統括保健師の職位：

係長職以上；73.6% ／ 係長以下；37.0%

※「保健衛生部門の統括保健師」は、人事に関する提案や意見を反映できている傾向がみられた

出典：『保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書』（平成31年３月日本看護協会）を基に保健指導室が作成

21



統括保健師の存在が与える影響

統括保健師の存在が、組織内保健師の定着及びキャリア形成にも寄与
する可能性が示唆される。

統括保健
師

人材の
定着推進

・
キャリア
形成

出典：『保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書』（平成31年３月日本看護協会）を基に保健指導室が作成

人材育成
計画

あり

なし

策定あり：61.4%

策定あり：28.5%

相談できる保健師の同僚や先輩がいる

計画あり：50.3% ／ 計画なし：37.7％

保健師としてのやりがいがある
（専門性を発揮できる）

計画あり：41.9% ／ 計画なし：37.5％

自己のキャリアアップにつながる

計画あり：21.9% ／ 計画なし：15.2％

人材育成や現任教育体制に満足している

計画あり：8.6% ／ 計画なし：1.6％

22



統括保健師に求められる人材育成

• 行政領域に所属する保健師が現在の業務に必要と考える能力

「個人・家族支援能力」41.4% 「地域アセスメント能力」36.5%

「情報収集・調査研究能力」28.3%

• 中堅期及び管理期研修未受講者（受けるべき立場であるが受けていない者）：
中堅期；35.2% 管理期；40.7%

保健師各人が必要と考える能力の向上に資する人材育成・キャリア形成を支援する
体制整備が求められる。

【未受講の理由（管理期）】

6.7

20.1

20.5

32.7

0 5 10 15 20 25 30 35

費用が予算化されていない

業務が多忙で参加できない

研修参加者に指名されな…

研修自体がない

％

【未受講の理由（中堅期）】

11.7

17.9

20.5

43

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

妊娠・出産・子育て

研修参加者に指名されなかった

業務が多忙で参加できない

研修自体がない

％

出典：『保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書』（平成31年３月日本看護協会）を基に保健指導室が作成
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１ 目的

平成29年度の事業結果と併せて、自治体特性を踏まえた効率的・効果的な保健活動の展開方策及び計画的な保健師の
育成・確保方策についての検討を行う。

２ 事業実施期間
平成30年４月１日～平成31年３月31日

３ 事業内容
1）平成29年度に実施したヒアリング調査の枠組み・結果に基づき、全国の保健所設置市・特別区８市区から、効率的・効果的

な保健活動の展開及び計画的な保健師の育成及び確保に係る取組について、詳細な活動内容の聞き取りを実施
2）昨年度に実施した結果と併せて、効率的・効果的な保健活動の展開や計画的な保健師の育成・確保に関する留意事項を

検討すること。

４ 報告書
日本公衆衛生協会ホームページ http://www.jpha.or.jp/sub/menu04_2.html
【平成２９年度報告書については、全国保健師長会ホームページに掲載 （ＵＲＬ：http://www.nacphn.jp/update/pdf/oshirase_20180613.pdf）】

５ 事業組織
尾島 俊之 浜松医科大学健康社会医学講座教授
國井 隆弘 栃木県保健福祉部 次長

◎曽根 智史 国立保健医療科学院次長
千葉 圭子 京都府健康福祉部統括保健師長
西垣 明子 長野県 健康福祉部 保健・疾病対策課 課長

○春山 早苗 自治医科大学看護学部長
藤原 啓子 横浜市健康福祉局安全部担当部長
山崎 直子 南魚沼市 福祉保健部 保健課 保健業務班 母子業務主幹
吉岡 京子 国立保健医療科学院 生涯健康研究部 主任研究官 （五十音順・敬称略）
両羽 美穂子 岐阜県立看護大学機能看護学領域 （◎座長、○座長代理）

平成３０年度地域保健総合推進事業
「地方公共団体における保健師による効率的・効果的な保健活動の展開及び

計画的な保健師の育成・確保について」

24
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平成30年度地域保健総合推進事業
対象市区の概要

25

平成29年度

自治体名

総人口 面積 保健師数（人）
保健師一

人あたりの
人口 統括保健師

の配置※1

事務分
掌への
明記※2

（人） （㎢） H25 H30 （人）

1
千葉県千葉市
（指定都市）

975,669 271.77 116 131 7,448
保健福祉部
門

あり

2
大阪府大阪市
（指定都市）

2,716,989 225.21 361 371 7,304 保健部門 あり

3
岐阜県岐阜市
（中核市）

410,297 203.6 83 92 4,827 保健部門 あり

4
愛知県豊田市
（中核市）

424,500 918.47 74 81 5,241 保健部門 あり

5
三重県四日市市
（政令市）

311,763 206.44 34 40 7,794
保健福祉部
門

なし

6
東京都大田区
（特別区）

726,191 60.83 75 86 8,444
企画調整部
門

あり

7
島根県出雲市
（市町村）

175,220 624.36 38 43 4,075 保健部門
あり
※3

8
高知県安芸市
（市町村）

17,548 317.21 11 10 1,755 福祉部門
あり
※3,※4

※1：平成30年度保健師活動領域調査 ※2：平成29年9月保健指導室調査
※3：平成30年度保健指導室ヒアリング ※4：安芸市保健師人材育成会議要項に明記あり



自治体名
総人口
（人）

面積
（㎢）

H24
保健師
定数
（人）

H29
保健師
定数
（人）

保健師一人
あたりの
人口（人）

統括保健師
の配置

１
北海道
枝幸町

8,340 1116.00 9 9 927 配置なし

２
三重県
大台町

9,653 362.86 7 7 1,379
保健福祉部門

1人配置

３
高知県
安芸市

17,786 317.21 11 11 1,617
保健福祉部門

1人配置

４
新潟県

南魚沼市
57,919 584.55 29 32 1,810 配置なし

５
静岡県
袋井市

87,557 108.33 22 26 3,368 配置なし

６
茨城県
日立市

183,546 225.74 24 29 6,329
保健部門
1人配置
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インタビューと分析の方法
 インタビューガイドを作成し、各市区の統括保健師に、個別に研究班員による半構成的面接

を実施

 主な質問内容は、昨年度の枠組み・結果に基づき、「統括保健師としての効率的・効果的な
保健活動の成果とその要因」、「人材育成・人材確保についての取組」、「その他統括保健師
として果たすべき役割」等

 インタビュー内容は許可を得て録音し、逐語録を作成

 効率的・効果的な保健活動の展開に繋がった理由は何かという観点から質的帰納的に分析

 保健活動自体の「プロセス」とそれを支える基盤としての「統括保健師の機能・役割」に分類
し、それぞれについて、「効率的・効果的な保健活動の展開に関する留意点」を作成

平成31年度保健師中央会議 国立保健医療科学院 曽根智史氏 資料より編集

対象自治体以外の市町及び都道府県へのヒアリング
 対象自治体以外の6市町（札幌市、宇都宮市、横須賀市、茅ヶ崎市、武豊町、北九州市）の

統括保健師又は統括保健師経験者から「効率的・効果的な保健活動の展開に関する留意点
（ドラフト）」の妥当性等についてヒアリングを実施

 静岡県、島根県、岡山県の統括保健師又は統括保健師経験者から都道府県の市町村支援
の現状とあり方等についてヒアリングを実施

「効率的」とは、限られた人員体制・予算（リソース）を用いて、最大限の実績を出すこと

「効果的」とは、課題設定や解決策の選択を適切に行い、具体的な実施方法等を工夫すること

により、大きな成果をあげること

本事業における用語の定義

27



「効率的・効果的な保健活動の展開に関する留意点（市区町村全保健師対象）」まとめ

【大項目１】 地域の健康課題を把握する

① 地域の健康課題について住民の視点も踏まえ多角的な観点から情報収集・アセスメントを行う

② 健康課題を的確に整理するために必要な体制を構築する

【大項目２】 所属行政組織で解決すべき健康課題の優先順位を決める

① 所属行政組織が目指すべき方向性を確認しながら検討を進める

② 実施すべき保健活動について、これまでの実績や評価を活用して優先順位を決定する

【大項目３】 取り上げた健康課題について、住民や所属行政組織内での合意形成を図り、事業化を推進する

① 条例や総合計画に基づき保健施策を推進する

② 所属行政組織内で量的・質的データを使用して保健事業の必要性や期待する効果等を説明し、理解を得る

③ 地域の現状や必要な保健活動について情報提供し、住民・関係機関の理解を得る

④ 補助金等を含め保健事業に活用可能な予算・人員を検討し、確保する

⑤ 効果的な事業展開や資源の有効活用のため外部委託も視野に入れる

【大項目4】 効果的な事業実施に向けた取組を行う

① 保健活動を推進する方策について住民や関係機関等の意見を踏まえ、実効性の高い保健事業計画を策定する

② 実践と並行して情報収集と評価を行い、地区や住民の特性に合わせた活動を展開する

③ 既存の地域資源の活用を見据えつつ、役割の明確化や組織の活性化を図る

④ 日頃の保健活動における関係性を活かし、関係機関と更なる連携強化を図る

【大項目５】 多角的な視点で評価を行い、継続する必要性や計画の見直し等、今後の展開を検討する

① 評価・検証に際しては、多角的な視点を取り入れるため、外部の意見を収集し、反映させる

② 客観性のある評価の仕組みを構築し、必要に応じて目標達成へ向けて計画を修正する

③ 評価結果に基づき、保健事業について、関連事業や他分野への適用・拡大を検討する

平成31年度保健師中央会議 国立保健医療科学院 曽根智史氏 資料より編集 28



「効率的・効果的な保健活動の展開に関する留意点（統括保健師対象）」まとめ

【大項目１】 円滑な保健活動を推進するために統括的な管理・調整をする

① 自治体として重点的に取り組むべき課題を明確化する

② 自治体の総合的な計画策定に参画するとともに、計画策定において組織横断的な調整をする

③ 課題解決のために必要な仕組みづくりを行い、保健活動を推進する

④ 保健施策の実現及び保健活動の質の担保のため戦略的に人員を確保する

⑤ 保健活動推進のため、保健師として専門的能力を発揮できるよう行政的な観点から助言を行う

⑥ 保健活動全体の評価を行い、成果を明確化する

⑦ 職場でのパフォーマンス向上のため職場環境づくりを行う

【大項目２】 人材育成の課題を明確化し、課題を踏まえて人材育成を推進する

① 統括保健師として人材育成に関与する体制を整える

② 人材育成上の課題を明確化する

③ 人材育成ガイドラインの作成又は見直しをし、活用する

④ 人材育成のための研修を企画・実施する

⑤ 計画的な研修受講やOff-JTを支援する

⑥ 効果的な人材育成のためのジョブローテーションを計画・実施する

⑦ 人材育成について都道府県から支援を求める

【大項目３】 統括保健師の位置づけと役割が実施できる体制整備に自ら取り組む

① 統括保健師の位置づけ・役割を明確化する

② 統括保健師の位置づけを組織的に検討できるようにする

③ 自治体外の統括保健師と連携する

④ 次期統括保健師候補を育成する

【大項目４】 災害発生時の統括保健師の役割を明確化し、発災に備えて当該自治体の体制整備に関与する

① 災害時の統括保健師の役割を明確化する

② 発災に備えて体制整備を行う

平成31年度保健師中央会議 国立保健医療科学院 曽根智史氏 資料より編集
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両留意点の関連

統括保健師は、保健師職員の全保健師対象の留意点に基づく保健活動の展開にあたり、

 統括保健師の留意点の項目を複合的に活用し、

 保健活動が行政施策として公的な判断・報告・評価にも耐え得るレベルに引き上げられ、

 全体として自治体方針や地域ニーズに合致し、効率的かつ効果的に展開されるよう支援する

役割が期待される。

活用について

 本報告書で示した2つの「効率的・効果的な保健活動の展開に関する留意点」は、基準や標準という
よりも、むしろ現場の好事例の集約的なもの

 規模も組織環境も異なるそれぞれの自治体を同一に扱うことは現実的には難しい

 ぜひ自分たちの状況に合うように、話し合いながら、留意点の表に手を加えて活用してほしい

 ダウンロードサイト：日本公衆衛生協会 http://www.jpha.or.jp/sub/menu04_2.html

平成31年度保健師中央会議 国立保健医療科学院 曽根智史氏 資料より編集 30



都道府県（統括保健師）の市町村に対する支援

都道府県統括保健師は、
・管内市町村の保健活動が円滑に行われるよう、保健施策推進の基盤づくり・質の向上支援を行うとともに、
・都道府県全体の保健施策・事業の展開を俯瞰し、市町村統括保健師の相談役として機能することが重要。

＜インタビューから得られた都道府県統括保健師の市町村支援の役割＞

（１）管轄地域の健康課題の
把握・情報化の支援

（２）技術的支援 （３）市町村統括保健師の設置・育成支援

都道府県統括保健師は、管内市町
村それぞれの特性を踏まえた保健施策
の展開を支援し、都道府県全体の保健
施策の質の向上を図る責務がある。そ
のために都道府県の各保健所や市町
村統括保健師とも連携し、都道府県が
果たす役割機能を活用できる支援を行
う。

管内市町村の保健活動の技術水準を
担保するため、市町村独自の研修実施を
支援したり、市町村単位では実施が難し
い専門研修・人材育成研修等を実施する
等、管内市町村の連携強化にも努めるこ
とが重要。

管内市町村における統括保健師の設
置や設置後の機能充実のための研修会・
会議開催や個別相談・調整等、統括保健
師設置・育成のための支援も重要。

＜都道府県統括保健師の支援例＞

○ 管内市町村ごとの健診等各種デー
タの情報化及び提供、分かり易い「見え
る化」の支援

○ 住民の実態や生の声の把握の方
法や活用の指導等、保健施策に役立つ
質の高いデータを得るための支援

＜都道府県統括保健師の支援例＞

○ 地域診断研修、地域ケアシステム構
築研修や、専門職の段階別人材育成等、
専門的外部講師を要する研修や、各市町
村では対象者が少ない段階別研修等、
集積による教育効果が見込まれる研修
等の企画・実施

＜都道府県統括保健師の支援例＞

○ 管内統括保健師が持つべき行政組織
内役割機能や専門的指導支援機能、人
材育成支援機能を身に付けるための管内
市町村統括保健師の研修会・連携会議の
開催

○ 管内市町村に統括保健師配置の依
頼文書の発出等を行う等、設置や設置後
の役割発揮につながる基盤整備

31



自治体規模の違いによる統括保健師機能の違い（市区町村）

32

統括保健師は自治体規模や組織体制・職位等により、関与できる範囲と権限に差異がある。

職位に関連させて構造化すると４層に分かれることが想定される

部長級レベル（多様な施策の統合性を高め関連政策との連携を図る政策統括）

課長レベル（各種保健事業を組み合わせ総合的な展開を推進する施策統括）

係長レベル（各種保健事業の実施レベルの向上・効果的な展開を図る事業統括

主任レベル（通常の日常的な保健活動のまとめ役・専門的指導支援）

統括保健師は、
1. 自分の立場と職務権限、組織として果たすべき組織機能としての整合性を意識する
2. 保健師の専門性を発揮して主体的に取り組むものと組織としての動きに保健師の専門性を載

せるものを見極めて対応する
ことが必要。

自治体によってレベルの区別は一様ではないが、
（統括の職位や組織の構造により担える役割・範囲は異なる）

自治体全体で４層の統括機能が果たせることが望ましい
（自治体規模や体制に合った相互の役割分担）



これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会

【構成員】
藍 真澄 東京医科歯科大学医学部附属病院保険医療管理部 教授
漆原 肇 日本労働組合総連合会総合労働局 雇用対策局長
焔硝岩 政樹 岡山県備北保健所備北保健課 副参事
小玉 弘之 公益社団法人日本医師会 常任理事
小林 英文 日本商工会議所企画調査部 担当部長
小松原 祐介 健康保険組合連合会 保健部長
齋藤 順子 宇都宮市保健福祉部健康増進課健康診査グループ 係長
白井 桂子 全日本自治団体労働組合中央執行委員総合労働局 法対労安局長
武林 亨 慶應義塾大学医学部衛生学公衆衛生学 教授
巽 あさみ 国立大学法人浜松医科大学医学部地域看護学講座公衆衛生看護学 教授

◎津下 一代 あいち健康の森健康科学総合センター センター長
藤内 修二 大分県福祉保健部 参事監 兼 健康づくり支援課長
古井 祐司 東京大学政策ビジョン研究センターデータヘルス研究ユニット 特任教授
松岡 正樹 公益社団法人国民健康保険中央会 審議役
松下 敏幸 全国健康保険協会保健部 部長
真鍋 憲幸 三菱ケミカル株式会社労制部 全社統括産業医
矢内 美雪 キヤノン株式会社人事本部安全衛生部 副部長
渡辺 哲 神奈川産業保健総合支援センター 所長

◎座長 （五十音順・敬称略）

【趣旨】
健康寿命の延伸及び生活の質の向上のためには、地域保健と職域保健が連携し、継続的かつ包括的な保健事業を展開していくことが不可欠であり、

厚生労働省においては、平成11年度より生活習慣病予防を目的として地域保健と職域保健の連携の在り方について検討してきた。平成17年３月に、モ

デル事業の実施とその評価を踏まえ、「地域・職域連携推進事業ガイドライン」を提示し、都道府県等における地域・職域連携推進協議会の設置及び連
携事業を推進してきた。

また、平成19年３月には、医療制度改革を踏まえた新たな地域・職域連携推進協議会の役割について、地域・職域連携支援検討会において検討し、
地域・職域連携推進ガイドラインの改訂を行い、都道府県等にご活用いただいているところである。

近年、健康課題は複雑・多様化していることに加え、時代によって変化する価値観や社会情勢、テクノロジーの発展等を踏まえ、地域保健と職域保健
の更なる連携が必要であることから、「これからの地域・職域連携推進の在り方に関する検討会」（以下「検討会」という）を開催し、現状を踏まえたガイド
ラインの改訂も含めて検討する。

【検討事項】
（１）健康寿命の延伸のための地域・職域連携の在り方
（２）地域・職域連携推進事業ガイドライン－改訂版－（平成19年３月）における課題の整理及び改訂

【スケジュール（案）】
１．第１回（平成31年３月14日）

・ 地域・職域連携推進事業の現状と課題について
・ 今後の進め方について

２．第２回（平成31年４月18日（予定））
・ 地域・職域連携事業の今後の在り方について①

３．第３回（平成31年５月頃）
・ 地域・職域連携事業の今後の在り方について②

４．第４回（平成31年５月頃）
・ 地域・職域連携推進事業ガイドラインの改訂骨子（案）

について
・ 検討会報告書骨子（案）について

５．第５回（平成31年６月頃）
・ 地域・職域連携推進事業ガイドラインの改訂（案）に

ついて
・ 検討会最終報告書（案）について
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都道府県地域・職域連携推進協議会

〈職域〉
・労働局
・事業者代表
・産業保健総合

支援センター
・商工会議所・商工

会連合会

等

〈地域〉
・都道府県
・保健所
・福祉事務所
・精神保健福

祉センター
・市町村

等

〈関係機関〉
・医師会
・歯科医師会
・薬剤師会
・看護協会
・保険者協議会
・医療機関

等

２次医療圏地域・職域連携推進協議会

〈地域〉
・保健所
・市町村
・住民代表
・地区組織

等

〈職域〉
・事業所
・労働基準監督署
・商工会議所
・健保組合
・地域産業保健

センター

〈関係機関〉
・医師会
・医療機関
・ハロー

ワーク

等

地域・職域連携により実施する保健事業等に
ついて企画・立案、実施・運営、評価等を行う
事業者等の協力の下、特定健診・特定保健指
導等の総合的推進方策の検討 等

主な事業内容

地域・職域連携推進事業

特定健診・保健指導の結果データ等を基に、管
内の事業の評価・分析
特定健診・特定保健指導、各種がん検診等の受
診率向上のための情報収集・共有
事業所におけるメンタルヘルス対策
地域の実情に合わせた共同事業の検討・実施

主な事業内容

地域・職域連携推進事業
平成31年度予算額：64百万円

等

等
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１ 目的
地域・職域連携推進事業は、現在ほぼ全ての都道府県、２次医療圏域で展開されているが、地域の健康課題の明確化や連携事業の評価

が不十分なままに事業を展開しているところも多い。そこで、２次医療圏域で実施する地域・職域連携推進事業の地域課題の明確化及び活
性化につなげるための、連携推進プログラム及びその運用マニュアルを作成することを目的とする。

２ 研究期間

平成29年４月１日～平成32年３月31日 （３年計画）

３ 研究内容

平成29年度 連携の推進要因の検討と地域健康課題明確化ツールの開発

・地域・職域連携推進事業に関わる関係機関に全国的な調査研究を行うことで連携事業の推進要因を
明らかにする。

・医療保険者などが保有する情報を入力することで、データを統合し、健康課題の明確化につながる
課題明確化ツールを開発する。

平成30年度 プログラム試作版の開発と実施協力先の開発
・平成29年度の調査より、事業の推進・活性化を目指した地域健康課題明確化ツール、連携事業開発ツール、

評価構築ツールから成るプログラム試作版と運用マニュアルを作成し、実証研究を行うための準備をする。
平成31年度 プログラムと運用マニュアルの実証研究

・実証研究の実施、評価、及びモニタリングを行う。また、モニタリングで聴収した意見を質的分析し、
プログラム公開版及び運用マニュアルを作成する。

４ 研究組織
◎荒木田 美香子 国際医療福祉大学 教授

柴田 英治 愛知医科大学 教授
巽 あさみ 浜松医科大学 教授
横山 淳一 名古屋工業大学 准教授
前田 秀雄 公益財団法人東京都医学総合研究所・渋谷保健所 健康推進部長兼保健所長
鳥本 靖子 国際医療福祉大学 准教授
松田 有子 国際医療福祉大学 講師 ◎は研究代表者 35



３．保健師の人材育成体制構築の推進
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保健師に係る研修のあり方等に関する検討会最終とりまとめ(平成28年3月)
～自治体保健師の人材育成体制構築の推進に向けて～ 主なポイント

 地域保健対策の主要な担い手である自治体保健師の能力養成は、保健福祉施策の推進において重要であり、各自
治体では体系的な人材育成を図ることが必要である。

 本検討会では、自治体における研修体制構築の推進策等に係る議論を行い、その成果をとりまとめた。

○ 各保健師の能力の獲得状況を的確に把握するため、各自治体で能力の成長過程を段階別に整理したキャリ
アラダーの策定が必要 ⇒「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」を提示

○個々の保健師の業務経験や研修受講履歴等を記録する共通の様式を用いて、個別性に着目した人材教育を
推進 ⇒「人材育成支援シート」 の活用方法と記載事項例を提示

○ 個別性に着目した人材育成により、産休・育休等により長期間職場を離れた保健師のキャリア継続を支援

○ 統括保健師の育成のため、ジョブローテーションによるOJTと研修を組み合わせた早期からの計画的な人材育
成が必要 ⇒統括保健師に求められる能力を提示

○ 自治体内の人材育成関係各部署が連携して保健師のキャリアパスを作成するプロセス等を通して、体系的な
人材育成体制構築を推進

○ 都道府県による市町村支援や教育機関等との連携を推進し、全国自治体保健師の人材育成の取組を推進

○ 国は、本最終とりまとめに示された推進方策を関係機関と連携して周知等に取組み、国立保健医療科学
院は、研修を受講した都道府県等の保健師が当該地域の保健師の育成に寄与するといった波及果を生む
よう研修の質向上に努める

個々の保健師の目標や能力の獲得状況、ライフステージ等の多様性に応じた、効果的な人材育成体制構築と人
材育成を一層推進 37



自治体独自のキャリアラダーの作成と保健師育成指針の策定
○自治体独自のキャリアラダーを作成しているのは、都道府県で29自治体(61.7％)、保健所設置市・特別区で29自治体
(37.7％)であった。
○保健師育成指針の策定（又は改訂）にあたっては、都道府県で32自治体(68.1％)、保健所設置市・特別区で50自治
体(64.9％)が、「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会最終とりまとめ」を踏まえた内容としていた。

○都道府県の管下市町村の保健師育成指針（保健師人材育成ガイドライン等）の策定（又は改訂）への支援は、全市
町村、一部市町村への支援併せて31自治体(66.0％)が行っていた。

61.7%

37.7%

4.3%

26.0%

21.3%

14.3%

12.8%

22.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

都道府県

保健所設置市・特別区

自治体独自のキャリアラダーの作成状況

作成している 作成中 作成予定 作成していない

20自治体

42.6%
11自治体

23.4%

16自治体

34.0%

管下市町村の保健師育成指針（保

健師人材育成ガイドライン等）の策

定（又は改訂）への支援状況

全市町村（支援を必要としている）を対象に支援

一部の市町村を対象に支援

支援していない

38出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）

(n=47)

(n=77)

68.1%

64.9%

12.8%

7.8%

19.1%

27.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=47)

保健所設置市・特別区(n=77)

「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会

最終とりまとめ」を踏まえた保健師育成指針の策定状況

「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会 最終とりまとめ」を踏まえ

た策定（又は改訂）をしている
「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会 最終とりまとめ」を踏まえ

た策定（又は改訂）をしていない
策定(又は改訂)していない



自治体独自の保健師キャリアラダー作成状況

39

平成29年度

19自治体
40.4%

13自治体
27.7%

15自治体
31.9%

都道府県

（Ｎ＝47）

平成30年度

自治体独自のキャリアラダーを「作成した」市町村は8.2％であり、都道府県、保健所設置市・特別区よ

り低かった。また、自治体独自のキャリアラダーを作成しておらず作成目処も「未定である」市町村は
88.6%であった。

134自治体
8.2%

3自治体
0.2%

26自治体
1.6% 1447自治体

88.6%

23自治体
1.4%

1496自治体
91.6%

市町村

（N=1,633）
作成した

作成していない

無回答

現在作成中であり、完成の目処が

たっている
未定である

28自治体
28.9%

17自治体
17.5%

52自治体
53.6%

保健所設置市・特別区

（Ｎ＝97）

作成している

作成中

作成していない

出典：保健師の人材育成の取組に関する調査（平成30年９月厚生労働省保健指導室調べ）

出典：保健師の人材育成の取組に関する調査（平成29年８月厚生労働省保健指導室調べ）

参考



人材育成上の課題を明確化するための取組

統括保健師としての人材育成上の課題を明確化するための取組については、都道府県で47自治体(100％)、
保健所設置市・特別区で73自治体(94.8％)が行っていた。

取組を行っている都道府県、保健所設置市・特別区において、情報収集の内容は、「保健師の年齢」、「保健師
の経験年数」、「保健師の経験部署」、「人材育成にかかる国の動向」について、いずれも８割を超えていた。

＜その他＞
○ 都道府県

・保健師のキャリアラダー、保健師の配属部署
・過去の研修派遣履歴
・人事課の人材育成方針・方法 等

○ 保健所設置市・特別区
・分散配置先における課題
・育児、病気などの休業状況
・研修履歴・被災地支援経験
・キャリアラダーにおけるレベル 等
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63.8%

91.5%

91.5%

85.1%

100.0%

87.2%

17.0%

72.6%

93.2%

98.6%

93.2%

93.2%

74.0%

12.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

過去の就業経験

保健師の年齢

保健師の経験年数

保健師の経験部署

人材育成にかかる国の動向

人材育成にかかる他自治体の動向

その他

都道府県 保健所設置市・特別区

出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）

(n=47) (n=73)

100.0%

94.8% 5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=47)

保健所設置市・特別区(n=77)

行っている 行っていない



統括保健師としての人材育成のための取組については、都道府県で47自治体(100％)、保健所設置市・特
別区で74自治体(96.1％)が行っていた。

取組を行っている都道府県の取組内容は、「人材育成に関する予算の確保」、「大学等保健師養成機関と
の連携」が最も多く、保健所設置市・特別区では、「計画的な研修受講の調整」が最も多かった。

人材育成のための取組

＜その他＞
○ 都道府県

・発表の機会の提供 等

○ 保健所設置市・特別区
・保健活動のヒアリング 等

41

89.4%

51.1%

83.0%

68.1%

83.0%

70.2%

51.1%

46.8%

89.4%

44.7%

36.2%

8.5%

66.2%

60.8%

89.2%

77.0%

71.6%

41.9%

60.8%

50.0%

54.1%

54.1%

16.2%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材育成に関する予算の確保

分野別の研修の企画・実施

計画的な研修受講の調整

研修履歴の管理

OJTの体制整備

Off-JTの体制整備

ジョブローテーションの計画

調査や研究的な取組への指導・助言

大学等保健師養成機関との連携

学会での発表への指導・助言

国や他自治体との人事交流の計画

その他

都道府県 保健所設置市・特別区

出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）

(n=47) (n=74)

100.0%

96.1% 3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=47)

保健所設置市・特別区

(n=77)

行っている 行っていない



人材確保のための取組

統括保健師としての人材確保のための取組については、都道府県で44自治体(93.6％)、保健
所設置市・特別区で56自治体(72.7％)が行っていた。

取組を行っている都道府県の取組内容は、「大学等保健師養成機関との連携」が最も多く、保
健所設置市・特別区では、「人事担当部局との調整」が最も多かった。

＜その他＞
○ 都道府県

・所属長等との情報交換
・所属部局内での人事担当者との調整
・人材育成を担う係名に「人材確保対策」を明記
・保健師長会と連携して保健師活動の歴史や魅力を伝えるDVDの
作成・配布・活用 等

○ 保健所設置市・特別区
・インターンシップ・人事採用部門との連携(保健師業務説明会・保

健師ガイドの作成)
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54.5%

47.7%

79.5%

86.4%

54.5%

15.9%

29.5%

4.5%

11.4%

73.2%

37.5%

82.1%

64.3%

39.3%

37.5%

1.8%

1.8%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健師の活動時間・内容の把握（業務

量や必要な保健師数等）

良質な人材確保に向けた手法の検討

人事担当部局との調整

大学等保健師養成機関との連携

都道府県と市町村の情報交換

市町村間での情報交換

都道府県と市町村の連携した採用活動

市町村間での連携した採用活動

その他

都道府県 保健所設置市・特別区
(n=44)

出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）

(n=56)

93.6%

72.7%

6.4%

27.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=47)

保健所設置市・特別区

(n=77)

行っている 行っていない



離職防止のための取組

統括保健師としての離職防止のための取組については、都道府県で42自治体（89.4％）、保健所設置市・
特別区で57自治体（74.0％）が行っていた。

取組を行っている都道府県、保健所設置市・特別区の取組内容は、いずれにおいても、「保健師間の顔の
見える関係づくり」が最も多かった。

＜その他＞
○ 都道府県

・離職事例の情報収集、要因の把握
・保健師配置のあるすべての所属に統括保健師を周知
・新任保健師巡回指導
・人事異動への配慮 等

○ 保健所設置市・特別区
・同期同士などのグループワーク
・育児休暇取得者交流・意見交換会
・キャリアに応じた研修
・トレーナー保健師との協働による新任期育成
・上司（専門職人事を所管する課長）への相談 等
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85.7%

71.4%

57.1%

14.3%

86.0%

77.2%

56.1%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保健師間の顔の見える関係づくり

分散配置の保健師への相談助言

保健師の個人面談

その他

都道府県 保健所設置市・特別区

出典：統括的な役割を担う保健師に関する調査（平成31年３月厚生労働省保健指導室調べ）

(n=42) (n=57)

89.4%

74.0%

10.6%

26.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県(n=47)

保健所設置市・特別区

(n=77)

行っている 行っていない



保健師の人材確保・育成対策を推進するため、地域保健従事者に対する人材育成の中核となる保健所等を中心とした現任教育体制を構築する。

１ 地域保健従事者の現任教育体制の構築【補助先：都道府県、指定都市 補助率：１／２】
・人材育成ガイドラインの作成及び評価に係る検討会等開催経費
・卒後臨地研修を企画・調整する会議のための開催経費
・教育の中核となる保健所等以外の保健所等の研修体制の把握・評価・助言等を行うための旅費
・国立保健医療科学院が行う研修に参加する際の旅費及び職員代替経費

２ 中核市等における人材育成ガイドラインの作成及び評価事業【補助先：保健所設置市（指定都市を除く）、特別区 補助率：１／２】
・人材育成ガイドラインの作成及び評価のための検討会等開催経費

３ 保健所保健師等育成支援事業【補助先：都道府県 補助率：１／２】
・新任保健師が行う家庭訪問等に退職保健師などが育成トレーナーとなって同行し助言等を行うための雇上経費（謝金）等
・教育の中核となる保健所等が実施する研修に保健所保健師が参加する際の旅費及び職員代替経費

４ 市町村新任保健師等育成支援事業【補助先：保健所設置市、特別区、市町村 補助率：１／２】
・新任保健師が行う家庭訪問等に退職保健師などが育成トレーナーとなって同行し助言等を行うための雇上経費（謝金）等
・都道府県が実施する研修に市町村保健師が参加する際の旅費及び職員代替経

地域保健従事者現任教育推進事業 平成31年度予算：39百万円

市町村に勤務する保健師で、管理者あるいは次期管理者として役割・機能を果たす者を対象として、効果的な保健活動を組織的に展開するための
求められる能力や果たすべき役割を理解し、地域住民の健康の保持・増進に貢献する資質の向上を図るための研修事業を実施する。【本省費】

保健師管理者能力育成研修事業 平成31年度予算：９百万円

自治体保健師人材育成関連予算の概要について
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都道府県による市町村保健師管理者の
人材育成の準備状況に関する調査

【調査概要】「市町村保健師管理者能力育成研修プログラム（試作）」を参考とした
研修想定し、その準備状況について都道府県に質問（平成30年11月実施）

整っている：

8自治体17%

整う見込み：

7自治体15%
整っていない：

32自治体

68%

研修実施体制
自都道府県及び

管内市町村：

8自治体

17%

自都道府県、保健所設

置市及び管内市町村：

33自治体

70%

検討中：

6自治体

13%

対象者設定

連携している：

38自治体

80.9%

連携する見込み：

4自治体8.5%

連携していない：

4自治体8.5%
無回答：1自治体

2.1%

看護系大学との連携

【研修実施に係る意向】

支援の有無にかかわらず実施:

４自治体8.5%

支援があれば積極的に実施:

10自治体21.3%

支援があれば検討:

８自治体17.0%

実施意向あるが支援希望無回答:

１自治体2.1%

見送りたい:

22自治体

46.8%

実施意向無回答:

２自治体4.3%

支援の有無にかかわらず

実施:８自治体17.0%

支援があれば積極的に

実施:19自治体40.4%

支援があれば検討:

10自治体21.3%

実施意向あるが

支援希望無回

答:

１自治体2.1%

見送りたい:７自治体

14.9%

実施意向無回答:２自治体4.3%

2019年度 2020年度
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●研修目的
市町村の管理的立場の保健師が、効果的な保健活動を組織的に展開するために求められる能力や果

たすべき役割を理解し、地域住民の健康の保持・増進に貢献する資質の向上を図る

●受講対象者
市町村保健師として勤務しており、管理的立場にある者、または、それに準ずる者

●開催地及び日程
神奈川県

崎陽軒 ヨコハマジャスト１号館
（神奈川県横浜市西区高島2-12-6）
平成31年7月23日（火）～24日（水）

福岡県
リファレンス駅東ビル
（福岡県福岡市博多区駅東1-16-14）
平成31年7月30日（火）～31日（水）

令和元年度市町村保健師管理者能力育成研修事業
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「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会最終とりまとめ（平成28年３月）」において、都道府県
による計画的・継続的な人材育成の支援・推進の重要性が示されており、市町村保健師管理者能力育
成研修についても今年度より、都道府県が主体となり行っていただくよう研修会等でご連絡していたとこ
ろである。

一方で、研修を実施するための体制等が十分に整っていない自治体もあることから、今年度について
は例年同様に標記研修を以下の日程で開催する。



平成30年度市町村保健師管理者能力育成研修事業 プログラム
時間 研修内容 ねらい 講師
9：10～ 受 付
9：25～9：30 開会 挨拶／オリエンテーション
9：30～10：30
（60分）

【講義】
地域における保健活動の推進に向けて

国の地域保健における動向と課題、市町村保健師
管理者に求められる役割について説明できる

厚生労働省健康局健康課
保健指導室

10：40～12：10
（90分）

【講義】
市町村保健師管理者に必要な機能と能力

施策展開に必要な市町村保健師管理者の機能と、
必要な能力について説明できる

国立保健医療科学院

12：10～13：15 昼休憩

13：15～14：15
（60分）

【講義】
保健師管理者への期待
～他職種の立場から～

他職種の管理者等からみた、管理的立場の保健師
に求める役割や行動について説明できる

自治体事務職員等

14：25～17：00
（155分）

【グループワークⅠ】
事業・施策における管理者としてのマネジ
メントの現状

健康課題解決のために、管理者としての事業・施策
のマネジメントの現状について述べることができる

◇コーディネート
国立保健医療科学院
◇ファシリテーター

時間 研修内容 ねらい 講師
9：10～ 受 付
9：25～9：30 前日の振り返り
9：30～10：30
（60分）

【講義】
根拠に基づく事業・施策の展開

根拠（PDCA等）に基づいた事業・施策の展開につい
て説明できる

看護系大学

10：35～11：35
（60分）

【実践報告】
事業・施策の展開における管理者のあり方

実践報告事例から、自組織における事業・施策の展
開について、評価できる

市町村保健師
看護系大学

11：35～12：35 昼休憩

12：35～15：00
（145分）

【グループワークⅡ】
管理者としてのマネジメントの今後のあり

方

管理者としてのマネジメントのあり方（具体的方法や
果たす役割等）について説明できる

◇コーディネート
国立保健医療科学院

◇ファシリテーター

15：00～15：30
（30分）

【全体発表】
グループワークⅠⅡ
結果の発表

グループ内で様々な考え方の集約・合意形成と、簡
潔にまとめること（プレゼン）の必要性が説明できる

◇コーディネート
国立保健医療科学院

15：30～15：50
（20分）

【まとめ】
今後の実践に活かす保健師管理者としてのあり方

を説明できる
国立保健医療科学院

15：50～16：00 アンケート記入・閉会

【２日目】

【１日目】
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１ 目的
管理的立場にある市町村保健師の人材育成の推進をめざし、「都道府県のための市町村保健師管理者人材育成ガイ

ドライン（仮称）」の開発

２ 研究期間

平成29年４月１日～平成31年３月31日 （２年計画）

３ 研究内容

平成29年度

・都道府県による市町村保健師研修の実態調査、モデル研修カリキュラム・教材・評価指標の開発、ファシリテーター
用「手引き」の開発を行い、「ガイドライン（試作）」に統合する

平成30年度

・このガイドライン（試作）を用いた試行研修を実施し、評価結果をもとに「ガイドライン(最終版)」を完成・普及する

４ 研究組織

◎成木弘子 国立保健医療科学院医療・福祉サービス研究部主任研究官

横山徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研究部部長

高橋秀人 国立保健医療科学院統括研究官

丸谷美紀 国立保健医療科学院統括研究官

吉岡京子 国立保健医療科学院生涯健康研究部主任研究官

永吉真子 国立保健医療科学院生涯健康研究部研究員

◎は研究代表者

５ モデル県における市町村保健師管理者能力育成研修の試行的実施
山形県 平成30年9月4日（火）～5日（水） 埼玉県 平成30年9月19日（水）～20日（木）

千葉県 平成30年10月30日（火）～31日（水） 静岡県 平成30年11月1日（木）・11月15日（木）

鳥取県 平成30年10月15日（月）～16日（火）
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令和元年度保健師等ブロック別研修会
１ 目的

地域保健福祉の向上のための機能・役割、地域特性に応じた保健福祉

活動を展開するための知識や技術を、都道府県及び市町村の保健師等

が習得することを目的とする。

２ 主催
日本公衆衛生協会

各ブロック開催県（秋田県、山梨県、静岡県、大阪府、島根県、宮崎県）

３ 受講者
都道府県、保健所設置市、特別区、市町村に勤務する保健師等

各ブロック 150名程度

４ 内容
地域保健福祉の向上にむけた保健福祉活動の知識や技術を習得する。

５ 開催県・開催日時・テーマ（予定）

ブロック 開催県 開催日時 テーマ（予定）

北海道東北 秋田県 R1.7.25～26 住民との協働の中での保健活動

関東甲信越 山梨県 R1.8.1～2 課題も答えも現場にあり、地域に学び、事例に学ぶ

東海北陸 静岡県 R1.8.19～20 ＰＤＣＡサイクルに基づく事業展開

近畿 大阪府 R1.7.11～12 自治体保健師の目指す方向～変革の時期だからこそ、ぶれずに自信をもって、保健師活動を進めよう！～

中国四国 島根県 R1.9.3～4 変革の時代に求められる保健師活動への探求～神話の国から発信～

九州 宮崎県 R1.8.8～9 新しい時代に対応した保健師の担う役割

（参考）平成３０年度 九州ブロック保健師等研修会プログラム

開始 終了

8:30 9:20 50分  受付

9:20 9:30 10分  オリエンテーション

9:30 9:40 10分  開会、あいさつ
福岡県保健医療介護部
部長　大森　徹

9:40 10:40 60分
【講演】
「災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）について」

 熊本県菊池保健所
 所長
 木脇　弘二 氏

10:40 10:50 10分  休憩

10:50 12:20 90分
【講演】
「災害時の保健活動をより効率的・効果的に展開するために～発災前
の準備～」

 大阪市阿倍野区
 保健福祉センター
 保健福祉課
 保健副主幹
 松本　珠実 氏

12:20 13:20 60分  昼食

13:20 14:30 70分

【話題提供】
「経験を通して平常時の保健活動の重要性について考える」

①支援側
「保健師チームとしての災害時保健活動の経験を踏まえた平常時の保
健活動の重要性」

②受援側
「被災自治体の立場で、受援側を経験して平常時の保健活動について
考える」

 ○座長
 大阪市阿倍野区
 保健福祉センター
 保健福祉課
 保健副主幹
 松本　珠実 氏
 
 ①
 北九州市保健福祉局
 障害福祉部
 精神保健福祉課
 主査　直井　梢氏
 
 ②
 熊本県益城町
 健康づくり推進課
 主査　森田　仁美氏

14:30 14:40 10分  休憩

14:40 16:30 110分
【グループワーク】
　テーマ：災害発生に備えた平常時の保健活動について

 大阪市阿倍野区
 保健福祉センター
 保健福祉課
 保健副主幹
 松本　珠実 氏

9:30 11:00 90分
【講演】
「効率的・効果的な保健活動の展開について」

 国立保健医療科学院
 次長
 曽根　智史 氏

11:00 11:10 10分  休憩

11:10 12:10 60分
【講演】
「地域保健の動向と保健師に期待すること」

 厚生労働省健康局
 健康課保健指導室

12:10 12:20  閉会

8
月
9
日

(木)

8
月
10
日

(金)

月日
時間

内　容 講師等
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４．その他（保健師活動領域調査について）

50



51

令和元年度 保健師活動領域調査について①
【調査票の変更について（常勤保健師）】

〈新〉 〈旧〉

①

②

③

①【新規】前年度１年間の「常勤保健師の採用者数（再任用含む）の人数」
②【変更】統括保健師を複数配置している場合は、「全ての統括保健師を統括している人１人」を選択
③【新規】各保健師の「年齢」「性別」「入庁年度」
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令和元年度 保健師活動領域調査について②
【調査票の変更について（非常勤保健師）】

〈新〉 〈旧〉

①

②

③

①【新規】調査日時点の「全非常勤保健師数」
②【新規】前年度１年間の「報償費を支払っている非

常勤保健師の総労働時間」
③【新規】各保健師の「所属区分」「年齢」「性別」
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令和元年度 保健師活動領域調査について③

【調査票記入時の留意事項】

調査票右側（欄外）に、調査票を記入
する際の留意事項を表示しておりま
すので、確認の上ご記入ください。



令和元年度 保健師活動領域調査について④

54

【調査に係るスケジュール】

時期 内容 備考

平成31年４月下旬頃 調査依頼 都道府県の御担当者においては、管下市町村への依頼をお願いいたします。

令和元年５月１日 調査時点

令和元年６月１日 調査票提出期限 エラーチェックをしてすべてのエラーを解消の上提出してください。

令和元年６月～８月中旬 調査票に係る疑義照会 疑義内容に関して不明な点があれば厚生労働省保健指導室へお問い合わせください。

令和元年９月 調査結果公表 調査結果の公表は、御担当者へのメール報告及び保健指導室だよりで周知を行います。

【調査票提出時の留意事項】
 調査票にエラーチェックボタンを実施してください

これまでは調査票提出後にしかエラー確認ができず、エラー内容の照会に時間がかかっていたため、今年度から提出前に各自治体にてエラーの一次

チェックをしていただく形としました。

調査票上部の ボタンを押していただくと、エラー箇所がピンク色に塗りつぶされます。当該セルをクリックするとエラー内容が表示され

ますので、修正願います。

※ ボタンを押すことにより、作業を一時中断して入力内容を一時保存することも可能です。

 調査票提出時には、「提出用ファイル」を提出してください

すべてのエラーが解消したら、 ボタンを押してください。これにより提出用ファイルが自動的に作成されますので、作成された

ファイルを提出してください。

エラーチェック

【調査１】

①貴自治体に所属する全常勤保健師数を

記入してください。

人

提出用ファイル保存

【調査１】

①貴自治体に所属する全常勤保健師数を

記入してください。

人

エラー
未入力です

＜イメージ＞

一時保存


